
令和５年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業実施状況

№ 支援メニュー 配分額 事業名 事業内容 総事業費 交付金充当額 事業始・終期 担当課 備考

1 低所得世帯支援枠分 40,275
物価高騰対策低所得者世帯臨
時支援金支給事業

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所
得の方々の生活を維持する。
○対象者：低所得世帯
①給付金
　 一世帯当り70,000円×571件＝39,970千円
②事務費
　 郵送料等305千円

40,275 29,873
　R6.1～
　R6.2

税務課

2
給付金・定額減税一体支
援枠分

21,672
物価高騰対策低所得者支援臨
時給付金（均等割のみ課税世
帯）

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所
得世帯の方々の生活を維持する。
○対象者：住民税均等割のみ課税世帯
①給付金
　 一世帯当り100,000円×200件＝20,000千円
②事務費
　 郵送料等1,672千円

21,672 21,672
　R6.3～
　R6.3

税務課

3
給付金・定額減税一体支
援枠分

10,750
物価高騰対策低所得者支援臨
時給付金（こども加算）

物価高が続く中で低所得子育て世帯への支援を行うことで、
低所得子育て世帯の方々の生活を維持する。
○対象者：低所得子育て世帯
①給付金
　 一世帯当り50,000円×200件＝10,000千円
②事務費
　 郵送料等750千円

10,750 10,750
　R6.2～
　R6.3

健康福祉課

（千円）
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10
学校給食物価高騰対策臨時支
援事業

物価高騰により学校給食賄材料費等が上昇を続けているた
め、賄材料費の負担軽減を図る。

賄材料費上昇分1,400千円
1,400 1,300

　R5.12～
　R6.3

教育課

11
生活応援商品券（子ども・高齢
者）発行事業

物価高騰の影響を受けた子ども及び高齢者の消費生活の
支援を図る。
○対象者：昭和34年4月1日以前に生まれたもの及び平成17
年4月2日以降に生まれたもの
①商品券
    子ども 5,000円×   698人＝　3,490千円
    高齢者5,000円×2,076人＝10,380千円
　  委託料810千円
②事務費
    郵送料500円×1,500世帯＝750千円

15,430 14,950
　R5.12～
　R6.3

企画商工課

12
畜産飼料高騰対策臨時支援事
業

物価（飼料）高騰の影響を受けた畜産農家の支援を図る。
○対象者：畜産農家
①支援金
　 繁殖牛　2千円　×973頭＝1,946千円
　 肥育牛　6千円　×255頭＝1,530千円
   乳用牛　6千円　×200頭＝1,200千円
   繁殖豚　1.6千円×160頭＝　256千円
②事務費
　 郵送料　84円×500件　  ＝   42千円

4,974 4,900
　R6.1～
　R6.3

産業建設課

13
物価高騰対策事業者臨時支援
事業

物価高騰により更なる経済的な影響を受けている中小企業
等の支援を図る。
○対象者：中小企業等
①支援金
　 基本額（一事業所）10千円×70事業所＝700千円
　 従業員数（一人当り）5千円×1,200人＝6,000千円
②事務費
　 郵送料94円×128事業所×2回＝25千円

6,725 5,784
　R5.12～
　R6.3

企画商工課

99,631 101,226 89,229

26,934推奨事業メニュー分

計

（千円）


